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栗原理論と北海道農業

一一『日本農業の基礎構造』の成立過程一一

玉 真之介*

1 課題と視角

架原百寿『日本農業の基礎構造~(以下『基礎構造』と

略)は「戦時下に刊行された日本農業論のなかでも，も

っとも注目すべき位置をしめているJ(註 1).本稿は，

この『基礎構造』の成立過程を北海道農業の位置づけと

いう視点から考察することによって，その中に二つの魂

が並存・葛藤していたことを明らかにしようとするもの

である.

筆者はすでに前稿(註2)において，帝国農会の代表的

理論家東浦庄治が戦間期のいわゆる中農標準化傾向をき

わめて早期に検出しそれを「農業経営の家族経済中心

への移動傾向」と把握していたことを明らかにした. し

かもそれは， 農業の資本主義化というビジョンを排し，

資本主義の下で小農がとる対応の諸形態に問題の焦点を

合わせたものであったとしづ意味で， 1"小農理論」とも

いうべきものだったのである.本稿がすでに日本農業論

の古典ともいうべき『基礎構造』を改めて取り上げたの

ふそれをこの東浦の延長上において「小農理論」とし

て再評価しようとする意図からにほかならない.

そしてそれが決して無理な見通しでないことは，以下

の『基礎構造』の序言が端的に物語っている.

「かくて日本農業は当面その小農標準化傾向に基づき，

農業危機説と大農論とをともに排して中正的に，いは X

生成しつつある端緒的小農制として歴史的に特徴づけら

れるのである.この端緒的小農制としての歴史的展望は，

本書をー貫する基本線としてあらゆる側面から総合的に

検出せられているところであって，この意味において本

書はまさに『小農理論』の系譜に序列するものに外なら

ないのであるJ(註 3)

しかしこのような見方も戦後版の序言では以下のよ

，うに修正されてしまっていることですぐさま壁にぶつか

る.すなわち， 1"当時の苛酷な検閲事j情のためにJ1"日本

農業における資本主義の発展， 農民的小商品生産の発展

傾向を分析しながら，その叙述はいわゆる『小農理論』

のかくれ蓑をまとわねばならなかったJ(註 4)と.戦後

の『基礎構造』の評価も基本的にこの栗原の修正の上に

立つてなされているのであって， r基礎構造』を貫いて
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いる自営小農化とし、う論理も，戦時下という「時代的制

約」の表現とされて，むしろ問題点として扱われてきて

いるのである(註5). 

しかしここで次のような問題を提起したとしても決し

て不当とはいえないだろう.すなわち，はたして「小農

標準化傾向」は，栗原の言 うように「日本農業における

資本主義の発展」といった古典的マルクス経済学のビジ

ョンから，もたらされ得るものだったのであろうか，と.

もちろん戦後になればいわゆる中農標準化論と Lて，さ

まざまな理解や説明がマルクス経済学の立場からなされ

ていることはいうまでもなし、(註 6). しかしそれらも所

詮は『基礎構造』があっての話であって，マルクス経済

学のピジョンからすればパラダイムショックともいうべ

き「小農標準化傾向」の検出が，なぜ栗原において体系

的になし得たのかは，それ自体として十分に検討される

べき課題といわねばならないであろう.そしてまたその

場合には当然，栗原をして「小農理論」と言わしめたも

のが問われねばならないだろう.

本稿はこの問題意識に立って， r基礎構造』に至る 栗
原の歩みを丹念にフォローしてみようとする試みである

その際，北海道農業の位置づけに焦点を求めたのは，そ

れがこの段階の栗原の日本農業論にとっては決定的な意

味をもつものであったからである.この点不思議とこれ

まで問題にされなかったが， r基礎構造』につづく『日
本農業の発展構造』が以下のような理由に立って， 1"北

海道農業の構造的特質」を最終章に位置づけていること

で、解説の必要もないであろう.

「商品的農業がすすみ，それぞれ農業経営組織的分化

が確立しつつある北海道農業は，社会的経済的にどのよ

うな発展段階に立ち，内地府県農業にたいしてどのよう

な構造的特質をもっているのか・このような北海道農業

と内地農業との相関的把握によって，北海道農業と同時

に内地農業の発展的理解が可能となり，全体としての日

本農業の発展構造がは じめて完結するのであるJ(註 7)

(註1) 逸見・梶井(31)，188頁.

(註2) 玉(34).

(註3) 栗原(7)，3頁.

(註4) 向上， 11頁.

(註5) たとえば，綿谷(29)は「奴隷の言葉で表現しな
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ければならなかったことは，序言を一読すれば明らか

であるJ(324頁)と述べ「本書ではほとんど統計資料の

分析に終始していて，その経済学的な仕上げは欠除し

ているJ(325頁)という.また大内(27)は， [""かれにと

って不幸であったことは，戦争中の，・・・ファッショ的

農本主義の発想が多かれすくなかれ影響を与え， した

がって，この標準化されるー~ニ町層を，そのような

『安定層』 と結びつけて理解する傾向が強められたこ

とである_J(248頁)とする. さらに佐伯(28)も，同様な

，点を とらえて，[""栗原氏の中農標準化論の発想には，

現在の農民分解論の混乱を招来せざるをえないような

要因を萌芽的にふくんでいたJ(100頁)とされる. もち

ろん栗原の「小農理論」としての性格をそれとして評

価する例もあるが，それは斉藤(23)と栗原の盟友とも

いうべき大島の(24)に限られるといってよい.

C註6) とりあえず，綿谷(30)，大内(27)，石渡(25)を

参照.ただし，これら「中農標準化論」 自体の検討は，

本稿の課題で、はない.

(註7) 栗原(9)，190---191頁.

2. 課題意識とビジョンの形成

栗原百寿における農業研究の実質的な出発点は，1939 

年6月の帝国農会農政部調査課就職である.その経緯ーは

不明だが，すでに日本農業の具体的，実証的研究を志し

ていた栗原にとって，そこが格好の職場であったことは

まちがし、ない.彼の能力もさることながら，あの『基礎

構造』が上梓されるのは，それからわずか3年半後のこ

とである.そしてこの3年半に，次節以降で分析するよ

うに，彼の議論はある面では刻々と変化していったが，

課題意識とそれに対するビジョンという点では一貫して

いた.以下，それを栗原の農業に関する処女論文から見

てみることにしよう.

帝国農会編 『労力調整より観たる部落農業団体の分

析~(1941. 3)にある秩田県平鹿郡旭村塚堀部落の分析

(栗原(2 ))が，栗原における最初の農業分析である.こ

の調査報告の目的は， 書名にも示されているように，当

時の戦時労力調整とし、う課題に照らして部落農業団体の

機能を分析してみることであった.しかしこの調査を利

用して栗原が実証しようとしたものは， [""日本農村にお

ける経済外的強制」が， [""ひとつひとつの切り離れた要

素としてではなく，地主的土地所有 『地主小作関係』を

中心として本家分家関係，作男関係，政治的社会的諸関

係等々が整然と序列されているところの部落ヒエラルヒ

ーとして統一的にのみ把握されるもの であるJ(註1)と

いうことだった.このことからも， 当時の栗原が明確に

講座派理論に立ち，それを擁護しようとしていたことは

明らかである.ただしそうはいっても，講座派理論の

アンジッヒな擁護が栗原の課題意識だったので、は決して

ない.なぜなら，栗原が森宏ーや木村荘次郎との歴史論

論争の末に結論的に提起したものは，特殊性の固定化に

陥っている講座派理論を救う唯一の方法論的可能性は，

特殊性を一般性からのそディフィケーションとして把握

する以外にないというものだった(註2)からである.こ

のように訴座派理論を方法論的にも発展させること，こ

れこそ彼を日本農業の実証分析に向かわせた動機にほか

ならなかったのである.

栗原がこの分析で「経済外的強制」を直接的な生産関

係としてでなく，部落ヒエラルヒーにドク・ファクトと

して存在する間接的なものとして示したのも，そうした

方法に方向づけられており，それゆえこの分析ではその

ような構造の究明だけに留まらず，モディフィケーショ

ンを伴L、ながらも貫徹してゆく一般性の指摘が忘れられ

てはいないのである.以下の「結語」に示された地帯比

較のための「覚え書き的指針」がそれである.

「以上の東北および北陸部落組成にたいして滋賀県お

よび岡山県の部落組成はいわゆる近畿型における部落組

成を表現するもので，そこにおいては血縁的，身分的体

統組織はほとんど消滅し去り，日本農業の全機構的な限

界の範囲内においても自営農的性格の端緒が形成されつ

つあるものとみられるであろう. しかしながらそこにお

いてもいわゆる自営農的土地所有のどときは形骸さえも

みられず，地主的土地所有の圧力は自作の限界寄生化の

必至性として示されている.日本的意味での自営農の姿

はおそらく北海道畑作地帯における自作農経営においで

ようやく求められるものではなかろうかJ(註3)

このように各地帯を序列化することによって，その序

列的発展の中に一般性を検出するとし、ぅ方法こそ，栗原

が『基礎構造~，そして『発展構造』を通じて展開した

ものであり，またそこでの東北→近畿→北海道というビ

ジョンもこの段階で、すで、に形成されていたので、あった.

さらにここでの一般性が自営農的発展に求められている

のも，おそらく山田鹿太郎の『日本資本主義分析』を踏

まえてのことである.なぜならそこでは， [""半封建的土

地所有」のゆえに自作農すら「独立自由な自営農民」の

範鴎たりえないと主張されていたからである(註4).そ

してまた，この自営農の先には，山田同様両極分解と資

本主義的農業が展望されていたこともいうまでもない.

しかし東北，近畿はともかく，なぜ北海道農業に到

達点が求められたのかという点に関していえば， 当時の

適正規模に関する議論を考慮に入れざるをえない.なぜ

なら，そこでは家族経営を念頭にその充全な力の発揮の

ための農法と規模が問題とされたので、あったが，それは

まさに「独立自由な自営農」に近似しており，しかもそ

の純粋培養のめざされた「満州開拓農家」のモデルとな

っていたのこそ， 畜力機械体系と10町歩の規模をもった

北海道畑作農業にほかならなかったからである(註5). 

ともかく，栗原の課題意識と日本農業の問題状況の結

合により，わが国の日本農業論においては捨象されるの
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を常とする北海道農業が， 栗原のビジョンにおいては決

定的な位置を占めることになったので

(註 1) 栗原(8)， 55頁.こう述べ た ところに， 栗原

(2)の参照が指示されている.

(註 2) 栗原(1)参照.また栗原(10)には次のようにあ

!る. r私はこの『歴史論論争』をや りながら，問題 の
解決はもはや歴史論についての方法論の研究ではなく

て，より具体的に日本農業の歴史そのものについて，

一般法則，すなわち資本主義発展の法則がし、かに特殊

的にモディファイされて貫いてゆくかを突荘的に検出

することだと痛感するようになりました」

(註3) 栗原(2)， 369'""370頁.

(註 4) 山田(13)，191頁.

(註5) この当時の「満州開拓J，r適正規模論J，I北海
道農法」の関連については，玉(34)(36)を参照.

3. i中農標準化傾向」の検出とその特徴

さて以上の部落組織の分析は，一時は「農村社会構造

の章」として，また「総合的結論」と して『基礎構造』

への集録が意図されたらしし、が(註 1)， 結局は果たされ

なかうた.その意味で『基礎構造』に直接つながる研究

の最初に位置するのは， r日本農業の発展 と地代形態」
(栗原(3))である.

この論文も， r農地問題特輯号」という『帝国農会報』
の編集方針(註2)によって， r今事変以前に於ける日本
農業発展と地代形態との概括的検討J(90頁)(註 3)が 目

的とされている. しかし栗原のおもな関心は「米穀国家

管理体制が小作形態と切り結ぶ所に於て日本農業生産の

発展を積極的に展望することJ(90頁)にあり，それゆえ

「金納及び代金納の問題を農業発展の視角に於て解明」

(90頁)することこそ中心的テーマにほかならなかった.

この年の米穀管理令により，それまで現物形態であった

水田小作料が実質的に代金納化しつつあったからである.

しかしこの論文の意義は，以上のような小作料形態に

関する部分よりむしろ，この論文にとっては予備的考察

にすぎない第1節の「日本農業発展の特性」において与

えられることになる.なぜ、ならそこで栗原は「日本の農

家構成は静態的にも動態的にも二町耕作の中農層を中心

として形成され， 白木農業の発展は二町耕作農家に標準

化されつつあるJ(34頁)と，初めて「日本農業の中農規

準的発展傾向J(34頁)を指摘していたからであ る.この

論文の意図に対しそれはどのように位置づく ものだった

のか，ここで、はそれが間われる必要がある.

そしてこの意味からも最初に注目されるべき点は，こ

の「日本農業発展の特性」において問題にされたのは，

分解の趨勢よりむしろ「二町耕作農家層の強靭性J(35 

頁)であったことである.つまり昭和恐慌を経過する中

にあっても，この農家層が中国や朝鮮の全面的落層とは

対照的に強靭に存続しつづけている点(註4)にこそ栗原

は着目していたので、あった.しかもその強靭性はこの層

の「生産力優位に基くものでは必ずしもないJ(35頁)と

して， 栗原は次のような点を指摘する.一つはこの層が

「家族労力の十分な活用の視点に於て最も合理的である」

(36頁)こと，二つには「それの経済変動に対する適当

性J(36頁)，そして最後に「その収入構成が兼業の比重

を少ならしめて副業の比重大ならしめているJ(38頁)こ

と， 要するに「二町耕作規模層は副業への依存度の高い

専業農家であ り，その強靭性は副業を内包する家族農業

経営の屈仲性に存するJ(40頁)のであると.なおここで

最大の力点の置かれている副業とは，いうまでもなく養

蚕，疏菜，果樹， 畜産といった商業的な複合部門であり，

その意味では一見小農論的に見える把握もむしろ近年の

「農民的複合経営」論(註 5)に近いものであったと い う

こともできょう.ともかく栗原は 「日本農業の発展との

関連に於ては中農増進に対応する基幹業と副業との関連

と規模が把握されるべきー焦点J(43頁)と述べて， 第2

節では 「日本農業の発展と副業及び兼業」が検討される

のである.

しかしなぜ栗原がこのように基幹業=稲作に対する副

業ないし兼業を重視したかといえば，すで?こ述べたよう

に物納制をとる稲作に対して金納や代金納形態をとる副

兼業を「わが国小作関係における商品経済の浸透の積極

的反映J(80頁)と捉えようとしたからであった.そこに

は明らかに，商品経済の順当な浸透が農業の資本主義化

を導くというビジョンがあり，その点において栗原がさ

時の戸田慎太郎や山田勝次郎ら(註 6)と 同様に，商業的

農業を日本農業の封建制から資本制への移行の問題とし

て扱おうとしていたことはまちがし、ない.ただし戸田や

山田の場合，商業的農業をそのまま資本主義的発展の証

左として直哉的に把握してtいたのに対して，栗原はそれ

が副業形態をとることの特殊性を 「商品経済への背面的

進行J(35頁)と呼び，中農増進もまた「農業発展の順当

な形態J(41頁)から区別していたことに注意しなければ

ならない(註 7). 

そしておそらくこの把握は，第2節での農民層分解に

対する副業と兼業主の異なった位置と機能の検出と無関

係ではなかったはす'で、ある.とい うのも，そこで栗原は

両者が生計補充と し、 う点で、は同一で、ありながら，兼業=

零細小作，副業=中層専業と「その結びつく階層を異に

してJ(42頁)おり，それゆえ兼業が・「それ 自身農業経営

喪失への傾向を内包し，農民分化に対する前提条件とし

ての機能を有するJ(43頁)のに対し「副業は常に農家の

農業経営離脱に対して阻止的機能を持つJ(43頁)として

いるからである.つまりそれゆえに「日本農業発展に於

てはその中農増進形態に対応して副業の広範な発展を特

徴J(42頁)としまた「中農増進の対極をなす貧農後退

(分解)に照応するものは兼業農家J(47頁)とされたので
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あった. しかもその点はさらに地域的にも詳細に考察さ

れ， I近畿区は東北区に対し稲作の基幹性が低下して園

芸麦作及び副兼業が発達し少くとも内包的分解のより推

捗しているJ(67頁)とされたのである，

このように見ても白栗原による「中農標準化」検出の

最初のモメントは， I副業を内包する家族的農業経営 の

屈仲性J(41頁)の認識にあった.もちろんそこでは，副

業を「商品経済の浸透の積極的反映」と捉えようとする

農業資本主義化論的ビジョンと，分解阻止といった複合

経営論的把握が決して整合的に理解されていたとはいえ

ない.というより， 金納形態をとる副業の中に地主制と

対抗する商品経済の発展を検出しようとしたはずが(註

8 )，むしろ景気変動の中でも増進するこ町耕作規模屑

の強靭性を支える要因として， 栗原は副業の意義を見い

だす結果となった，といったほうが正しいであろう. し

かし当時，やはり東北と近畿を段階差で捉えた山田勝次

郎(註9)，あるいは自小作前進形態ならびに中庸経営の

増加を東北→近畿→佐賀の序列で捉えた田中定(註10)も，

その分析の焦点はもっぱら米(ないし繭)の生産性および

その生産費であった.その意味でも「基幹[Jら稲作種目の

生産力前進よりも副業及び兼業による農家経済再生産の

強靭性J(50頁)に日本農業発展の特性を求めた点にこそ，

栗原の独自性があったということもできる.そしてまた

この論文における副業に関する全国的，地域的分析部分

こそ『基礎構造』第3章 「農業生産の構造」に集録され

ることからいっても，この分析意図と分析結果の矛盾を

苧んだ「強靭性」の把握こそ栗原における『基礎構造』

への道の出発点にほかならなかったのである.

(註1) 栗原(7)，4頁.

(註2) 当時の『帝国農会報』の編集は東昨日庄治によっ

てなされており，この論文も東浦のオ プリゲーション

によるものと考えられる.

(註 3) 以下，文献が本文中に示されているものからの

引用は， ( )内に頁数のみを示す.ま た傍点は断わら

ない限り引用者のものである.

(註4) 朝鮮農業との比較で同様な分析を行なったもの

に川俣(21)があり，ここでもその参照が指示されてし、

る.

(註5) とりあえず，太田原(32)を参照.

(註6) 戸田(20)，山田(16)，またそのビジョンに関し

ては玉(35)を参照.

(註7) この点栗原は，農民層分解の形態を大きく西ヨ

ーロッパの資本主義的分化と中国の巨大土地所有者 ・

零細耕作者分化の二形態に分け，日本農業 は後者の

「農業凋落的分化の極限に於て，新たに中農増進的分

化の段階に立到ったものJ(35頁〕とされている.なお

ここでも川俣(21)の参照が指示されていることからも，

栗原におけるこうした把握は，川俣から多くの示唆を

得たものと考えられる.

(註 8) この点第 3節の「副業及び兼業と小作料形態」

では，名子 ・刈分等の労働地代と稲作基幹的現物納地

代，そして副業での金納地代の三身一体の把握が提起

きれ(80頁)，その中で「日本操業発展の観点に於て特

に重要なのは代金納乃至金納小作であるJ(80頁)とさ

れる.なおこの節は『基礎構造』の第 2章第 3節「小

作料の質的考察」に収録される.

(註9) 山田(17)参照.

(註10) 田中(18)(19). とくに栗原との比較では後者が

重要.

4. 小農範鴫の提起と北海道農業

「農業統制の諸問題J(栗原(4 ))は， I農業の発展と地

代形態」から 3カ月後のものであるが，そこにはすでに

大きな変化が生まれている.すなわち，この論文では前

稿で「中農層」と呼ばれていた二町耕作規模層が「小農

範障に属すべきJ(77頁)ものと定義し直され， Ij折くして

全農家の三0%をなす二町耕作規模 の日本型小農層(こ
の層は農業経営学的にも日本農業技術水準に於ては主と

して自家労働に依存する小経営である)が結局日本農業

に於ける唯一の累増層をなしているJ(78頁)とされてい

るからである.これ以降『基礎構造』まで， 栗原は二町

耕作:JJi模層を一貫して小農範鴎で捉えてゆくことになる.
しかもそれが自家労働と技術水準の相関において捉えら

れていることからも，明らかに同時期にまとめられつつ

あった『日本農業に於ける中堅農家層の研究，n(中央物価

統制協力会議(5 )，以下『研究』と略す)において到達

されたものである.その意味からも， 栗原が小農範鴎を

提起する根拠は，この『研究』の中に関われる必要があ

る.

この『研究』は，中央物価統制協力会議大谷省三のプ

ロモートにより農業生産構造を経済と技術の両面から総

括的に捉えることを課題としそのうち経済的分析のみ

を前篇としてまとめたものであるf しかしこれを構成す

る三つの章は，構成の変化はあるものの『基礎構造』の

1~3 章に対応し， Ii基礎構造』の原型といってもよい

ものであった.なかでも第1章の「日本農業生産層の序

列」は， 農家構成の「一般的考察JI地域的考察」を通

じて統計的， 実証的に「小農標準化傾向」が検出されて

おり， Ii基礎構造』のメインモチーフの成立を意味して

いたので、ある.

この章ではまず「一般的考察」として，総体的な産業

人口の動向が景気変動との関連で検討された後，農家層

の序列が4群に分けられ，その時系列的趨勢が考察され

る.そしてここでも 1町以上2町未満層は， Iこの層 の

耕作規模が一切の経済変動に対して最も抵抗力の強い経

済的安定層であるJ(17頁)とされ， I強靭性」の理解が堅

持されていることがわかる.しかしその上で栗原は各群



栗原理論と北海道農業 147 

を1町未満=過小農，2町耕作層=小農，2町以上5町

未満=中農， 5町以上=大農と定義し， 1"斯くして小農

層のヱ町耕作規模は日本農業の当面の歴史的技術段階に

於ては一方分解層と他方上向発展との夫々限界線をなす

ものであるJ(19頁)とする.ここで分解と上向の融合 と

いう把握は，周知の東北と近畿の地帯構成から与えられ

るが，やはり注目されるのは， 1"強靭性」の把握にはな

かった「歴史的技術段階」の重要な指標と しての登場で

ある.もちろん，この『研究』の後篇には技術構造の分

析が予定されており，次節に見るようにそれは平行して

進められていたが，問題はやはりそのような技術構造の

把握がどのように小農範鴎の提起と結びついたかという

点で、ある.そしてそれに答えてくれるのが，次の「地域

的考察Jである.

この「地域的考察」が栗原のビジョンからして「日本

農業生産層の序列の一般的発展傾向J(21頁)の究明を目

指すものだったことはいうまでもないことである.そし

てその意味で，ここでの一つの焦点はこれまでもしばし

ば問題にされてきた東北と近畿の段階的位置づけであっ

た. 1"即ち等しく小農標準化傾向であっても東北のそれ

は分解の下限として上向の上限たる近畿のそれに対して

前段階としての意義を有するのである.分解の方向に立

つ東北に対して上向の方向に立つ近畿は明らかにより先

進的段階にあるJ(29頁)と.これは東北の個々の地域に

即したときあまりに単純なシェーマ化であることは今目

的には明らかだが，これによって「小股標準化」とし、ぅ

メインモチーフがきわめて明快となったことはまちがし、

ない.しかしこの地域的考察にはもう一つの焦点があ

った.北海道農業の位置づけである.というのも，統計

で見る限り北海道農業は「中 ・小肢の両極分解に基づく

大農主流的構成J(26頁)を示し， 1"同一傾向に於ける異っ

た段階J(25頁)の「内地府県農業とは別個の範11時J(26頁)

に立つ「一応国際的に元基的な中・小農分解による大農

経営と貧農・農業労働者とへの両極的発展傾向J(26頁)

と見えるからである.そしてこのことは，地帯序列の中

に一般的発展傾向，すなわち基本的には日本農業におけ

る資本主義の発展を事実をもって語らせようとしていた

栗原にとっては，決定的なことであったといえる. しか

るに栗原は，それにすぐ続けて以下のように述べるので

ある.

「併し乍ら後篇に於て見られる如く北海道農業のこの

両極分解傾向はそのまま未だ必ずしも資本主義的な企業

的農業経営と農業労働者とへの両極的発展には到ってい

ないのであって，その五町以上農家も未だ主として自家

労力に立つ自営農で、あり，寧ろ漸く国際的意義の自営範

鴎に近づきつつあるものに過ぎないのであるこの意味

に於て北海道農業は内地農業と一応の連続性を有し， 日

本的自営小農の展望に於ける一つの基準的意義を有する

ものである.要するに北海道農業生産層の序列が内地農

業のそれと全く対照的形態を取るのは両者の経営的・技

術構造(所謂農法)が異ることの結果であって，その範時

的意義に於ては必ずしも全く別個のものではないのであ

るJ(26"，27頁)

そして栗原にこのように言わせたものが川村琢の「北

海道に於ける農業技術J(川村(22))であったことはまち

がし、なし、(註1).なぜならこの論文で川村は， 当時の北

海道農法をめぐる議論を踏えて「北海道に於ける一連の

技術」が「最近に於て一応その形態が確立J(195頁)した

ことを確認した上で， 1"併乍らかかる畜力農具も世界的

水準から-見て決して大農具でもなければ，高度の農業機

械でもなく，家族労働力を中心としこの労働力の最も

合理的な使用の為めに必要なだけなのである.従ってこ

の限りに於て決して本質的に府県の場合と相違はない」

(195頁)と述べていたからである.

つまり，個人的にも親しい川村の論文によって栗原は，

統計上，分解形態上で、の北海道農業への期待を覆された

だけでなく，農業技術構造のいかんによてっては耕作規模

も相対的なものでしかないこと，またそれゆえそうした

技術構造を介しての家族労働力と経営の結合関係がより

重要な指標となること等を認識したと見てまちがし、ない

だろう.架原がニ町耕作規模層を小農範鴎で捉え直すの

も， 1"強靭性」のー要因であった「家族労力の十分な活

用の視点に於て最も合理的」とし、う性格が，平行して進

められつつあった日本農業技術の構造分析からも確認さ

れたからであろう.そしてそのことは標準化の基本論理

についても相対的に見て中間的な農民層の増大としてで

はなく(註2)，分解にしろ上向にしろ自家労力を中心と

した経営規模層への標準化として自覚されたはずであり，

とすれば明らかに「中農標準化」は適当ではなく， 日本

的自営小農への標準化，すなわち， 1"小農標準化」へと

改訂されねばならなかったのである

(註1) 川村琢は東北帝国大学時代，栗原の先輩にあた

り，宇野弘蔵を介して知り合っていた.また1940年以

降は)11村も北海道農会技師となり，同じ系統農会の一

員として両者は個人的にも親交が深くなっており， 栗

原の北海道農業に対する知識のほとんどは，川村を通

じて得られたものと考えられる.

(註2) この意味で，大内(27)の「むしろ日本でも，や

はり中間的な農民的経営がしだいに増加する傾向がみ

られるという事実を，はじめて明確にしたのは栗原百

寿博士であったJ(266頁)といった評価，また佐伯(28)

の「第三に，中農標準化なるものの定義がもっぱら農

家の経営規模別構成に即 してなされているこ とであ

るJ(102頁)1"栗原氏の中農概念が質的規定をふくまな

いJ(104頁)といった問題点の指摘，は適当でないよう

に思われる.両氏とも宇野弘蔵氏の段階論を重視して

中農標準化を説かれるが，それはもっぱら資本の側か
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らの説明に留まり，技術構造を含めた小農の側での論

理が希薄なことと無関係ではないだろう.

5. 農業技術の構造と農地所有の構造

このように栗原における自営小農の範時は，北海道農

業を 「基準的意義」として与えられた.そこでは耕作規

模の大きい北海道農業も家族労働力に基づく点では府県

同様であり，その違いを規定しているものは北海道にお

ける畜力機械体系(し、わゆる北海道農法)(註1)の存在で

あるとL、う認識がキーとなっていた.栗原による日本農

業技術構造の研究は， r日本農業技術構造と 農業共同作
業の意義付。同J(架原C6 ))として発表されるが，そこ

での分析の焦点が自家労力との関連で見た日本農業技術

の体系的完成度に置かれたのも当然であった.それはそ

の目次構成にすでに端的に表現されている.すなわち，

「所調土地生産力の発展ーその諸要素の個別的考察一」

「農業労働生産力の形成一所調土地生産力諸ー要素の良業

技術体系としての総合的考察ーJr農業労働生産力の発
展ー農業労働生産力の基本と しての農機具の発達とその

体系的未完成の意義一」

そこでいま，その分析を簡単にまとめれば，以下のよ

うになろう.まず「小農標準化的な日本農業の発展はこ

れを生産力の面から見ればその農地所有形態に基づいて

所調土地生産力の発展を基調としているJ(ー， 56頁)

しかし「それは漸次農業労働力の増強を伴ふものJ(同)

であり，これが一面で「粗放的な大規模耕作経営の労働

集約的な小規模耕作経営への分解J(東日本)(同)となる

とともに，他面「その一定段階に於て不可避的に同時に

労働生産力を高めJ(ー， 57頁)ることを求め，ここに「所

調土地生産力は労働生産力を伴って並進J(同)すること

になる.その意味でも「日本農業機械化は基本的に所詞

土地生産力の発展に対応する函数的意義のものJ(同)で

はあるが，それがひとたび「一定の機械体系として定着

するに至れば逆に自らの技術水準に従って農業経営の規

模乃至形態を適正化しようとする傾向J(同)が働き，こ

亡に「粗放的大経営から分解し来った労働集約的零細経

営の資本集約的中大経営への新しい上向傾向J(西日本)

(ー， 58頁)が展望されるのであると.つまり「日本農業

の技術構造は以上の如き小農標準化的生産構造に対応し

それによって規定されると共に，又それ自身の発展は起

動力となって農業生産構造の発展を推進せしめる意義を

有するJ(ー， 56頁)ものなのである.

しかしその極限形態を岡山県興除村，新潟県西蒲原郡

吉田町，および佐賀県佐賀郡本庄村・に分析した栗原は，

「斯くして機械体系の量的にも質的にも最高位を保持す

る農業経営規模は何処に於ても決してしかく大きなもの

ではなく」むしろ「予想に反して中農層を最高位として

限界づけられてゐるJ(三，89頁)ことを明らかにする

その上でそれを「所謂『土地問題』を以って説明するこ

とは決して十分技術論的であるとは言へ」ず， rその農
業機械体系が未完成であるとし、う技術論的根拠に於て理

解されねばならないJ(三， 90頁)とアずるのである.なぜ

なら「本来自営小法的意義に於て繁忙期解除と雇庸労力

節約とを目標として導入されJ(三，92頁)てきた日本農

業の機械化ゆえに，挿~，メIJ取等の繁忙期での体系的欠

落は「経営刻棋を拡大する と共に雇傭労力を増大せしめ，

この雇庸労力の増大によって逆にその機械化は経営規模

拡大作用を十分発揮し得ず中経営を最高限度として上限

を固されJ(三，93頁)ているからである.要するに「日

本農業の機械化はその体系的未完成に基づ、きその自営農

的性格とその雇傭労働増大作用の矛盾によってその順調

なる発展が一定段階に於て鈍化停滞されざるを得ないの

であるJ(同).そしてまたこの意味で「農地所有は自営

農的小農標準化傾向を内容とする日本農業の生産構造を

規定する一環として寧ろ間接的に農業機械化と関係す

るJ(三，90頁)にすぎないのである(註2). 

しかしこのような技術構造分析の結論は，明らかにそ

の前篇にあたる『研究』の自らの主張と矛盾しそれを

修正するものであった.なぜ、なら『研究』の論文構成は，

第1草 「農業生産層の序列J，第2主主「農業生産の分化」

(商品経済化)，そして第3章が「日本農業生産の基礎」

の表題で農地所有の分析となっており， しかもそこへ移

るに際しては次のように述べられていたからである.

「然、らば何故に則自的にはより生産力高き大規模な中

大農庖はこの小農)習に分解するのみで小農層からの上向

が行はれ得ないのであるか，これに答へ得るためには日

本農業に於ける農地所有の意義と状況とが検討されるこ

とを要するJ(87頁)

つまりこの段階では依然として，地主的土地所有の圧

力こそ小農の中大農へのーと向に対する最大の障害と位置

づけられていたのである(註3). 

しかしそこでの論理と実証は明解とはいえず，強いて

いえば中大農は自作地面積大きく小作料の重圧を免がれ

ているというのが， 示された主な理由である.そして何

よりも，そこではまだ農家構成の分析に匹敵する全国

的・時系列的統計分析はなしそれは『基礎構造』にお

いてはじめてなされるのである.しかも，それが『研究』

のように第3章ではなく，r農家構成の序列をより具体化
するとともにその具体的な性格規定に向って一歩を進め

るJ(71頁)ものとして第2章に置き換えられたのは，明ら

かに技術構造分析の結論を踏まえてのことであった.そ

の上そこで新たに確認されたのは，自小作形態をとる二

町耕作規模層が「小作農を排除しつつ，漸次自作農化す

る傾向を示しつつあるのであって，まさに自作小農への

生長の過程に立ちつつあるJ(86頁)というものであった.

これは『研究』において，優秀経営ほど「その基礎とし

て小作地が経営に対する圧力少く経営の拡張は小作地の

借入によって行はれ土地購入による資金の固定化が避け
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られてゐるj(93頁)と， 基本的に所有と経営が分離して

ゆく資本主義的方向での見通しが， r小作料額は大正後
期以降減少傾向j(115頁)にもかかわらず覆えされたこと

を意味した.栗原はなぜ白作化傾向が進むのか，その理

由には言及していないが(註4)， 自作農こそ小農の最も

正常な形態であるという意味で(註5)，ここでも「小農

標準化傾向」が改めて確認されたといわざるをえないの

である.

(註1) 当初，日本農業技術構造の一環として北海道良

法の分析が予定されていたものが果たされなかったた

めに， w基礎構造』 では， 第1章の農家椛成に おける
北海道の分析が大幅に加筆され， 川村(22)からかなり

の引用を行なって農法の記述がなされている.なおそ

の実態については，玉・坂下(33)を参照.

(註2) 栗原のこの論理にしたがえば，昭和40年代中頃

に成立するいわゆる稲作中型一貫体系こそ，自営小出

的意義における農業機械体系の完成ということができ

るであろう.あくまでも小農的意義における.

(註3) この点は栗原(4)においても，r~明く ニ Iß]"耕作

の小農経営の拡張的前進に対して農地制度が種々の角

度から障害となっているj(85頁)とある.

(註4) この点を理論的に解明したものが， 戦後の栗原

(12)であるといえよ う.

(註5) 本論文を通じての筆者の「小農」に関する範時

的把握は，栗原(11)の第 1章第 3節「操業問題の基礎

範時」における「小農(小生産または小経営的生産様

式)jに全面的に拠っている.

6. [f基礎構造』における二つの魂

一むすびにかえて-

以上のように， 日本農業における資本主義の発展を地

主制と商品経済の対抗から地帯序列をもって示そうとし

た栗原は，農業生産からも， 農家構成からも， 農業技術

構造からも，そして農地所有からも，そこに内在する自

営小農化の論理，すなわち「小農標準化傾向」 を確認せ

ざるをえなかったというのが『基礎構造』成立の基本過

程にほかならなかった.そしてそれらが『基礎構造』の

第3章 「農業生産の構造j，第1章'r農家戸数の構成j，
第4章 「農業技術の構造j，そして第2章 「農地所有の

構造」として集録されたことを考えるならば， rこの端
緒的小農制としての歴史的展望は，本書を一貫する基本

線としてあらゆる側面から総合的に検出せられてゐるの

で、あって，この意味において本書はまさに『小農理論』

の系譜に序列する」とし、う序言の一節も， 栗原の一面の

心理の表出であったといつでもあながち不当とはいえな

いであろう. しかしそうはいってもそれがあくまで心理

の一面でしかなかったことも見逃がされてはならない.

なぜならこの序言につづく凡例の 官頭には，r:本書は，

わが国における農業生産の構造を，その特殊性を貫徹す

る一般法則の検出に力点を置いて考察したものである

これはいわゆる特殊性の検出のみを志向することの理論

的不毛性に対する考慮に基づくものであって，この後Iこ

始めて農業と工業の相関構造が特殊的に検討され得る」

と述べられているからである.これは当初の課題意識と

ビジョンが依然、として生きつづけていることを示すもの

であって，ここに栗原自身における矛盾と見ないわけに

はゆかない.

そしてこの点を『基礎構造』上梓にまつわる栗原の動

揺として的確な分析を行なっているのは石渡貞雄であ

る.すなわち石渡は栗原が戦後， r最後にこれだと思っ
たのは，やはり山田盛太郎氏が『東亜研究所報』、に書か

れた中国農業論で，私の『日本農業の基礎構造』もそこ

でまとまることになりましたJ(註 1)と述べていること

について， w基礎構造』の原型である 『研究』と山田論
文(註2)の発表が同時であることからいっても， r山田
論文は栗原にその内容にではなく出版に影響を及ぼし

たJ(註3)(傍点石渡)と分析する.つまり「栗原は日本

農民の分解を具体的に分析，研究するなかで，小農の標

準化傾向を確認せねばならなかった.だがマルクス主義

の大勢は逆に両極分解であり，それに異議を申立てたベ

ルンシュタインなどがすでに修正主義として排除されτ
いた. マルクス主義者栗原は，小農の標準化をどう受け

止めるかで少なからず迷ったに相違ない. (中略)その時，

栗原が学問的に尊敬してきた山田盛太郎によって， 栗原

とほぼ同ーの見解が同時に独立的に示されることで，栗

原は諸習作を一本の著書として公刊する決断ができたの

であると思うj(註4)と.

この石渡の分析に付け加える何物も必要はないであろ

う.ただし石渡が，したがって栗原が「二つの立場j，

すなわち 「理論的には小農の標準化を一般法則としで受

け止めるこ とを拒否しそれを一般法則のモディフィケ

ーションであるとみなしそれを事実をもっ・て示したj

(註5)といわれる点には異義を申し立てねばならない.

なぜなら一般法則と何らかでも関係しておらねばモディ

フィケーションとはいわないからである.その意味でわ

れわれは， w基礎構造』の中にも栗原の出版にあたって

の動揺と修正の跡を見る必要がある.すなわち， w研究』
においては「寧ろ漸く 国際的意義の自営農範鴎に近づき

つつあるものに過ぎない」とされた北海道農業が，-[基

礎構造』では「北海道農業は十町未満耕作規模の家族小

農経営を基調としているのではあるが，内地農業の小農

標準化傾向に対して漸く過小農層と中大農層とへの両極

分解の傾向を内包しつつあるJ(42"-'43頁)と位置づけ直

されている点で、ある.このことは地帯序列に一般法則を

検出しようとする彼のピジョンからいって決.L::c小さな

修正とはいえない.つまりこれによって「小農標準化傾

向」に基づき成立しつつある 「端緒的小農制」は内地農
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業に限って見るかぎり特殊なものではあるが，北海道農

業との連続性においてはその先に一般法則(=両極分解)

への方向性と展望を内包するものとなったといえるから

である.凡例や戦後版序言の文章，そして「こつの道」

論の積極的展開をめざしてまとめられる『日本農業の発

展構造』に発現しているものは，まさにこの古典的マル

クス経済学のピジョンに立った栗原であり，それは明ら

かに出発点への回帰で、あったといえる.

その意味では，北海道農業が一般法則との媒介と して

の位置を果たしたことで， [f'基礎構造』は内地農業 に関

する限り「端緒的小農制としての歴史的展望」を総合的，

体系的に「事実そのものをして自らを語らしめJ(l頁)

ることができたといえるかもしれない.[f'研究』において，

「日本的自営小農の展望に於ける一つの基準的意義」と

されたのが北海道農業であったことを考えれば，栗原に

とって北海道農業はスプリングボードであったとともに，

二つの魂の攻めぎ合い，葛藤の体現者でもあったように

考えられる.そしてまたこの北海道農業の位置づけに示

された二つの魂の葛藤こそ，農業危機論を介して『現代

日本農業論~(1951)で「二つの道」論を放棄し分割地

所有研究を通して最終的に『農業問題入門~(1955)に小

経営的生産様式論として結実してゆく栗原理論の軌跡

(註6)の出発点であったと ともに，その軌跡を解き明か

す鍵を与えるものと考えられるのである.

(註 1) 栗原(10).

(註2) 山田(14)，(15). とくに後者での「総じて日本

農業が，ー~三町歩耕作農戸を中心とする農民中堅j習

の裡に盟国な基礎を有する点，中国農業の場合と決定

的に異なるJ(128頁)という 指摘をさす.

(註 3) 石渡(26)，21頁.この分析は，山田盛太郎の理

論的影響を強調する綿谷(29)の否定を意識してのもの

と思われる.

(註4) 同上， 22頁.

(註5) 向上.

{註6) とりあえず斉藤(23)，大島(24)参照.この過程

の解明は逐次続稿で、果たされるはずである.
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